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(57)【要約】
【課題】簡便に剛性を向上するとともに振動特性を改善
した鉄道車両用車体を提供する。
【解決手段】屋根構１０、側構２０、及び、床構３０を
有する鉄道車両用車体１を、屋根構、側構、床構の車内
側又は車外側の面部に固定されるとともに、車体の横断
面において離間して配置された複数の非構体部材４０，
１３，２４と、車体の横断面にほぼ沿って配置され、複
数の非構体部材を連結する連結部材５０，６０，７０，
８０と、を有する構成とする。
【選択図】図２



(2) JP 2009-208763 A 2009.9.17

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　屋根構、側構、及び、床構を有する鉄道車両用車体であって、
　前記屋根構、前記側構、前記床構の車内側又は車外側の面部に固定されるとともに、車
体の横断面において離間して配置された複数の非構体部材と、
　車体の横断面にほぼ沿って配置され、前記複数の非構体部材を連結する連結部材と、
　を有することを特徴とする鉄道車両用車体。
【請求項２】
　前記複数の非構体部材として、車両の前後方向に延びて形成されるとともに前記屋根構
の下面部に車幅方向に離間して複数設けられた灯具支持部材、及び、上下方向に延びて形
成されるとともに前記側構の内面に固定された戸袋内柱を有し、
　前記連結部材として、前記複数の灯具支持部材を相互に連結する第１の連結部材、及び
、前記灯具支持部材と前記戸袋内柱とを連結する第２の連結部材を有すること
　を特徴とする請求項１に記載の鉄道車両用車体。
【請求項３】
　前記戸袋内柱の上端部と前記第２の連結部材との相対角度変化を拘束する上側角度拘束
部材を有すること
　を特徴とする請求項２に記載の鉄道車両用車体。
【請求項４】
　前記灯具支持部材は、前記第１の連結部材又は前記第２の連結部材との接合箇所近傍に
おける内部に隔壁を有すること
　を特徴とする請求項２又は請求項３に記載の鉄道車両用車体。
【請求項５】
　前記複数の灯具支持部材が車体のほぼ全長にわたって連続的に形成されること
　を特徴とする請求項２から請求項４までのいずれか１項に記載の鉄道車両用車体。
【請求項６】
　前記第２の連結部材は、前記屋根構の両端部に設けられ車両前後方向に延びた中空体で
ある幕板受を介して前記灯具支持部材と前記戸袋内柱を連結し、
　前記幕板受は、前記第２の連結部材又は前記戸袋内柱との接合箇所近傍における内部に
隔壁を有すること
　を特徴とする請求項２から請求項５までのいずれか１項に記載の鉄道車両用車体。
【請求項７】
　前記連結部材として、前記床構の上面又は下面にほぼ沿って左右方向に延びて形成され
るとともに左右の前記側構にそれぞれ設けられた戸袋内柱の下端部間を連結する第３の連
結部材を有すること
　を特徴とする請求項２から請求項６までのいずれか１項に記載の鉄道車両用車体。
【請求項８】
　前記戸袋内柱の下端部と前記第３の連結部材との相対角度変化を拘束する下側角度拘束
部材を有すること
　を特徴とする請求項７に記載の鉄道車両用車体。
【請求項９】
　前記戸袋内柱の下端部は、前記床構の左右端部にほぼ沿って前後方向に延びた側梁と連
結されること
　を特徴とする請求項２から請求項８までのいずれか１項に記載の鉄道車両用車体。
【請求項１０】
　屋根構、側構、及び、床構を有する鉄道車両用車体であって、
　前記側構の内面に固定されかつ上下方向に延びた柱状部と、
　前記屋根構の内面にほぼ沿って形成され、左右の前記柱状部の上端部間を連結する屋根
構側連結部と
　を有することを特徴とする鉄道車両用車体。
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【請求項１１】
　前記柱状部の上端部と前記屋根構側連結部との相対角度変化を拘束する上側角度拘束部
材を有すること
　を特徴とする請求項１０に記載の鉄道車両用車体。
【請求項１２】
　前記床構の上面又は下面に固定されかつ左右方向に延びて形成されるとともに、左右の
前記柱状部の下端部間を連結する床構側連結部を有すること
　を特徴とする請求項１０又は請求項１１に記載の鉄道車両用車体。
【請求項１３】
　前記柱状部の下端部と前記床構側連結部との相対角度変化を拘束する下側角度拘束部材
を有すること
　を特徴とする請求項１２に記載の鉄道車両用車体。
【請求項１４】
　前記屋根構側連結部は、前記屋根構の下面にほぼ沿って設けられかつ車両前後方向に延
びて形成された複数の中空部材の間を、左右方向に延びて形成された連結部材によって連
結して構成され、
　前記中空部材は、前記連結部材との接合箇所近傍における内部に隔壁を有すること
　を特徴とする請求項１０から請求項１３のいずれか１項に記載の鉄道車両用車体。
【請求項１５】
　前記柱状部の下端部は、前記床構の左右端部にほぼ沿って前後方向に延びた側梁と連結
されること
　を特徴とする請求項１０から請求項１４のいずれか１項に記載の鉄道車両用車体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鉄道車両用車体に関し、特には車体の剛性を向上して車体弾性振動を抑制す
るとともに、側方からの荷重に対する強度を向上した鉄道車両用車体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば電車等の鉄道用旅客車の車体は、一般に床構、側構、妻構、屋根構の六面体で構
成された箱状の構造物となっている。
【０００３】
　また、鉄道車両用車体は、軽量化とともに剛性を確保することも要求される。
　従来、踏切事故や脱線衝突事故に対する安全性を向上するために、車体側面方向から側
構体に作用する荷重に対する強度を向上させることを目的として、床構の横梁、側構体の
側柱、及び、屋根構体の垂木を同一断面内に配置した補強骨組部を車体長手方向の複数個
所に配置した鉄道車両が知られている（例えば、特許文献１を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－６２４４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、上述した従来技術では、車体の屋根構、側構、床構といった各構体における構
造部材の配置等の基本設計に及ぼす制約が多く、車両の設計自由度が低くなってしまう。
また、既存の車両には適用することが極めて困難である。
　また、上述した従来技術では、車両の通常運行時に車体に生じる弾性曲げ変形の低減に
ついては配慮されていない。特に、従来の応力外皮構造の鉄道車両用車体においては、必
要な強度が確保できる範囲で軽量化と構造簡素化が進められた結果、床構、屋根構、側構
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の構体各面がそれぞれ独立した曲げ変形を示す振動特性を有し、それら複数の独立した変
形に対応する固有振動数が人が体感しやすい周波数に集中することにより、乗り心地が悪
い印象を乗客に与える場合があった。また、そのように構体各面が独立して振動する複数
の振動モードが乗り心地に影響するため、モード毎に異なる振動低減対策が必要となり、
振動乗り心地改善を困難なものにしていた。
　これに対し、車体全体が一本の梁のように振動する特性に近づけることができれば、そ
の振動を低減するための対策が容易となる。
　本発明は上述した問題に鑑みなされたものであって、簡便に剛性を向上するとともに振
動特性を改善した鉄道車両用車体を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の課題を解決するため、本発明の鉄道車両用車体は、屋根構、側構、及び、床構を
有する鉄道車両用車体であって、前記屋根構、前記側構、前記床構の車内側又は車外側の
面部に固定されるとともに、車体の横断面において離間して配置された複数の非構体部材
と、車体の横断面にほぼ沿って配置され、前記複数の非構体部材を連結する連結部材と、
を有することを特徴とする。
【０００７】
　鉄道車両用車体において、屋根構、側構、床構等の各構体には、例えば灯具受けや内装
取付用補助部材等の構体の構成要素ではない部材である非構体部材が設けられているが、
これらは機器や車内設備、内装品などの取付けの都合により寸法、形状や取付方法などが
決められており、通常相互に連結されておらず、設計上は構造部材として考慮されていな
い。
　この点本発明によれば、車体の横断面にほぼ沿って配置され複数の非構体部材を連結す
る連結部材を設けることによって、非構体部材を車体の構造部材として積極的に利用し、
剛性部材として働かせることができる。このため、車体の構成部材数や重量を大きく増加
させることなく車体の剛性を向上し、弾性振動の振動特性を車体全体として一本の梁のよ
うに振動する特性に近づけることができる。また、車両の側方からの荷重に対する強度を
大幅に向上することによって、車両の安全性を向上することができる。
　さらに、車体を構成する各構体の基本設計にほとんど制約を与えないことから、設計自
由度を向上することができ、さらに、既存の車両に対しても容易に適用することができる
。
【０００８】
　本発明において、前記複数の非構体部材として、車両の前後方向に延びて形成されると
ともに前記屋根構の下面部に車幅方向に離間して複数設けられた灯具支持部材、及び、上
下方向に延びて形成されるとともに前記側構の内面に固定された戸袋内柱を有し、前記連
結部材として、前記複数の灯具支持部材を相互に連結する第１の連結部材、及び、前記灯
具支持部材と前記戸袋内柱とを連結する第２の連結部材を有する構成とすることができる
。
　この場合、屋根構及び左右の側構にかけて連続して形成された強固な補剛構造体を形成
することができ、車体剛性を向上するとともに、屋根構と側構とが独立して振動すること
を防止できる。
【０００９】
　この場合において、前記戸袋内柱の上端部と前記第２の連結部材との相対角度変化を拘
束する上側角度拘束部材を有する構成とすることができる。これによれば、補剛構造体の
剛性及び強度をよりいっそう向上することができる。
【００１０】
　また、この場合において、前記灯具支持部材は、前記第１の連結部材又は前記第２の連
結部材との接合箇所近傍における内部に隔壁を有する構成とすることができる。
　これによれば、灯具支持部材の内部に隔壁を設けることによって、連結部材から荷重が
負荷されたときの断面変形や破壊を抑制し、車体剛性の向上効果を確保できる。
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【００１１】
　さらに、この場合において、前記複数の灯具支持部材が車体のほぼ全長にわたって連続
的に形成される構成とすることができる。
　これによれば、灯具支持部材及び戸袋内柱が連結部材によって結合されて構成され、車
両の長手方向に離間して複数設けられた補剛構造体が、車体の長手方向において連結され
るため、車体剛性をより高めることができる。
【００１２】
　また、これらの場合において、前記第２の連結部材は、前記屋根構の両端部に設けられ
車両前後方向に延びた中空体である幕板受を介して前記灯具支持部材と前記戸袋内柱を連
結し、前記幕板受は、前記第２の連結部材又は前記戸袋内柱との接合箇所近傍における内
部に隔壁を有する構成とすることができる。
【００１３】
　さらにこの場合、前記連結部材として、前記床構の上面又は下面にほぼ沿って左右方向
に延びて形成されるとともに左右の前記側構にそれぞれ設けられた戸袋内柱の下端部間を
連結する第３の連結部材を有する構成とすることができる。
　これによれば、上述した構造体にさらに第３の連結部材を設けることによって、リング
状の補剛構造体を得ることができ、車体剛性をよりいっそう高めることができる。
【００１４】
　この場合において、戸袋内柱の下端部と前記第３の連結部材との相対角度変化を拘束す
る下側角度拘束部材を有する構成とすることができる。これによれば、補剛構造体の剛性
及び強度をよりいっそう向上することができる。
【００１５】
　また、この場合において、前記戸袋内柱の下端部は、前記床構の左右端部にほぼ沿って
前後方向に延びた側梁と連結される構成とすることができる。
　これによれば、戸袋内柱が側梁と連結されることによって、戸袋内柱が側方からの荷重
を受けた際の倒れこみを抑制し、車体の剛性をよりいっそう向上することができる。
【００１６】
　また、本発明の鉄道車両用車体は、屋根構、側構、及び、床構を有する鉄道車両用車体
であって、前記側構の内面に固定されかつ上下方向に延びた柱状部と、前記屋根構の内面
にほぼ沿って形成され、左右の前記柱状部の上端部間を連結する屋根構側連結部とを有す
ることを特徴とする。
　本発明によれば、既存の構体を構成する梁等の構造に変更を加えることなく鉄道車両用
車体の剛性を高めることができ、特に車両の側方からの荷重に対する強度を大幅に向上す
ることができる。
【００１７】
　この場合、前記柱状部の上端部と前記屋根構側連結部との相対角度変化を拘束する上側
角度拘束部材を有する構成とすることができる。
　また、本発明において、前記床構の上面又は下面に固定されかつ左右方向に延びて形成
されるとともに、左右の前記柱状部の下端部間を連結する床構側連結部を有する構成とす
ることができる。
　この場合、前記柱状部の下端部と前記床構側連結部との相対角度変化を拘束する下側角
度拘束部材を有する構成とすることができる。
　これらの各発明によれば、例えば柱状部に横力が作用した場合に車両の横断面形状が平
行四辺形状に変形することを抑制し、車体の剛性及び強度をさらに向上することができる
。
【００１８】
　この場合、前記屋根構側連結部は、前記屋根構の下面にほぼ沿って設けられかつ車両前
後方向に延びて形成された複数の中空部材の間を、左右方向に延びて形成された連結部材
によって連結して構成され、前記中空部材は、前記連結部材との接合箇所近傍における内
部に隔壁を有する構成とすることができる。
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　ここで、中空部材として例えば灯具受けや幕板受を用いることができる。このような中
空部材の連結部材との接合箇所近傍における内部に隔壁を設けることによって、連結部材
から荷重が負荷されたときの断面変形や破壊を抑制し、車体剛性の向上効果を確保できる
。
【００１９】
　さらにこの場合、前記柱状部の下端部は、前記床構の左右端部にほぼ沿って前後方向に
延びた側梁と連結される構成とすることができる。
　ここで、柱状部と側梁とは、直接的に連結してもよいが、これらの間で荷重伝達を行う
ことが可能な他部材を介して間接的に連結される構成としてもよい。典型的には、側梁は
車体中央側が開いたコの字断面に形成され、その内部につなぎ金等の補強板を入れて床構
下面と結合し、側梁の倒れ込みを防止して柱状部からの荷重を受けるようにする。また、
床構に沿って車幅方向に延びた横梁が存在する場合には、この横梁を補強に利用すること
もできる。
　これによれば、柱状部が側梁と連結されることによって、柱状部が側方からの荷重を受
けた際の倒れこみを抑制し、車体の剛性をよりいっそう向上することができる。
【発明の効果】
【００２０】
　以上のように、本発明によれば、車体の横断面内において離間して配置された複数の非
構体部材を連結部材で連結することによって、簡便に剛性を向上するとともに振動特性を
改善した鉄道車両用車体を提供することができる。
　また、車両の側方からの荷重に対する車体の強度を向上し、脱線事故等によって車両側
方からの荷重を受けた場合であっても、車体の変形量を低減して安全性を向上することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明を適用した鉄道車両用車体の第１実施形態における模式的横断面図である
。
【図２】第１実施形態の鉄道車両用車体の斜視断面図である。
【図３】第１実施形態の鉄道車両用車体及び本発明の比較例の鉄道車両用車体の４軸を同
時に上下にランダム加振した時の床上台車直上におけるＰＳＤを表す線図である。
【図４】第１実施形態の鉄道車両用車体及び本発明の比較例の鉄道車両用車体の実軌道模
擬加振時の床上台車直上におけるＰＳＤを表す線図である。
【図５】第１実施形態の鉄道車両用車体及び本発明の比較例の鉄道車両用車体の４軸を同
時に上下にランダム加振した時の床上車体中央におけるＰＳＤを表す線図である。
【図６】第１実施形態の鉄道車両用車体及び本発明の比較例の鉄道車両用車体の実軌道模
擬加振時の床上車体中央におけるＰＳＤを表す線図である。
【図７】第１実施形態の鉄道車両用車体及び本発明の比較例の鉄道車両用車体の弾性振動
のモードを示す図である。
【図８】本発明を適用した鉄道車両用車体の第２実施形態における模式的横断面図である
。
【図９】第２実施形態の鉄道車両用車体における側梁部の拡大図である。
【図１０】第２実施形態の鉄道車両用車体及び比較例の鉄道車両用車体の変形試験におけ
る変形量と荷重との相関を示すグラフである。
【図１１】第２実施形態の鉄道車両用車体及び比較例の鉄道車両用車体の変形試験におけ
る変形量とエネルギ、及び、エネルギ比との相関を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
＜第１実施形態＞
　以下、図面を参照しつつ、本発明の第１実施形態に係る鉄道車両用車体について説明す
る。なお、以下の説明では、通常の鉄道車両の技術におけるのと同様に、レールの長手方



(7) JP 2009-208763 A 2009.9.17

10

20

30

40

50

向（車両の進行方向）を前後方向、軌道面におけるレール長手方向と直角をなす方向を左
右方向（車幅方向）、軌道面に垂直な方向を上下方向と呼ぶ。
　図１は、第１実施形態の鉄道車両用車体の模式的横断面図である。
　図２は、第１実施形態の鉄道車両用車体の斜視断面図である。
【００２３】
　鉄道車両用車体（以下単に「車体」と称する）１は、例えば片側４ドアの通勤型電車の
ステンレス鋼製車体である。
　車体１は、屋根構１０、側構２０、床構３０及び図示しない妻構を有する六面体状に形
成されている。
【００２４】
　屋根構１０は、屋根外板１１及び垂木１２を有して構成され、さらに、非構体部材であ
る幕板受１３が取り付けられている。
　屋根外板１１は、車体１の外表面部となるパネル状の部材である。屋根外板１１は、車
体１の横断面における形状が、上方が凸となる円弧状に湾曲して形成されている。
　垂木１２は、車幅方向にほぼ沿って伸びた梁状の部材である。垂木１２は、屋根外板１
１の下面に沿って配置され、屋根外板１１に対してスポット溶接により複数個所で固定さ
れている。垂木１２は、車体１の前後方向に分散して複数設けられている。
　幕板受１３は、屋根外板１１の車幅方向両端部にそれぞれ接合され、車体１の長手方向
ほぼ全長にわたって伸びた非構体部材である。
【００２５】
　側構２０は、車体１の左右両側面部を構成する部分であって、外板２１、ドア開口２２
、窓開口２３等を有して構成されている。
　外板２１は、車体１の外表面部となるパネル状の部材である。外板２１の上端部及び下
端部は、屋根構１０及び床構３０の車幅方向両端部とそれぞれ接合されている。
　ドア開口２２は、旅客乗降用の図示しないドアが開閉可能に設けられる部分である。ド
ア開口２２は、車体１の一方の側面に例えば４つがほぼ等間隔に分散して設けられている
。
　窓開口２３は、隣接する一対のドア開口２２の中間部等に設けられている。
　戸袋内柱２４は、ドア開口２２の前後にそれぞれ設けられドアを収容する戸袋に備えら
れる非構体部材である。戸袋内柱２４は、鉛直方向にほぼ沿って伸びて形成され、その下
端部は床構３０の車幅方向における端部と隣接して配置されている。また、戸袋内柱２４
の上端部は、屋根構１０の幕板受１３と間隔を隔てて配置されている。
　戸袋内柱２４は、一つの戸袋につき２本が平行に設けられている。
【００２６】
　床構３０は、車体１の床面部を構成する部分であって、図示しない側梁、横梁、枕梁等
によって構成されるフレームの上面部に床板を固定して構成されている。
【００２７】
　また、車体１はさらに灯具受け４０、灯具受け間連結部材５０、灯具受け－幕板受連結
部材６０、幕板受－戸袋内柱連結部材７０、根太８０を備えている。
　灯具受け４０は、車室内を照明する図示しない照明機器が装着される灯具支持部材（非
構体部材）であって、車体１の前後方向に延びた矩形断面の梁状に形成されている。灯具
受け４０は、車幅方向に離間して例えば一対が設けられ、屋根構１０の車幅方向中央部に
おける下面に装着されている。また、灯具受け４０は、車体１の前後方向におけるほぼ全
長にわたって形成され、灯具の装着等に必要な切り欠き、孔等を極力少なくまた小さくす
ることによって、その断面二次モーメントが全長にわたってほぼ一定となるように形成さ
れている。
　また、灯具受け４０の内部には、その断面変形を抑制するため長手方向に沿った所定の
間隔ごとに、灯具受け４０の内部を仕切る図示しない仕切り板が設けられている。
【００２８】
　灯具受け間連結部材５０は、上述した一対の灯具受け４０を相互に連結する、本発明に
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延びた梁状に形成されている。灯具受け間連結部材５０は、その両端に設けられたフラン
ジ部を介して、左右灯具受け４０の対向する側面部にそれぞれ固定されている。
【００２９】
　灯具受け－幕板受連結部材６０は、灯具受け４０と幕板受１３とを連結する部材である
。灯具受け－幕板受連結部材６０は、車幅方向に沿ってほぼ直線状に伸びた梁状に形成さ
れている。灯具受け－幕板受連結部材６０は、その両端に設けられたフランジ部を介して
、灯具受け４０と幕板受１３の対向する側面部にそれぞれ固定されている。
【００３０】
　幕板受－戸袋内柱連結部材７０は、幕板受１３と戸袋内柱２４の上端部とを連結する部
材である。幕板受－戸袋内柱連結部材７０は、上下方向に沿ってほぼ直線状に伸びた柱状
に形成されている。幕板受－戸袋内柱連結部材７０は、その両端に設けられたフランジ部
を介して、幕板受１３の下面部と、戸袋内柱２４の上端部にそれぞれ固定されている。
　なお、灯具受け－幕板受連結部材６０及び幕板受－戸袋内柱連結部材７０は、幕板受１
３を介して灯具受け４０と戸袋内柱２４とを連結する、本発明にいう第２の連結部材とし
て機能する。
　また、灯具受け間連結部材５０、灯具受け－幕板受連結部材６０、幕板受－戸袋内柱連
結部材７０は、幕板受１３及び灯具受け４０と協働して、本発明にいう屋根構側連結部材
として機能する。
【００３１】
　根太８０は、左右の戸袋内柱２４間を連結する、本発明にいう第３の連結部材（床構側
連結部材）である。根太８０は、床構３０の上面に沿って車幅方向にほぼ直線状に延びる
梁状に形成されている。根太８０は、その両端に設けられたほぼ三角形のつなぎ金８１を
介して、左右の戸袋内柱２４の下端部にそれぞれ固定されている。つなぎ金８１は、根太
８０と戸袋内柱２４の結合角度の変化を拘束する機能を有する。
【００３２】
　ここで、上述した灯具受け間連結部材５０、灯具受け－幕板受連結部材６０、幕板受－
戸袋内柱連結部材７０、及び、根太８０は、車両の前後方向における位置がほぼ一致する
ように（ほぼ同一の車体横断面内に位置するように）配置される。これらは、典型的には
車体１のドア配置に応じて決定される戸袋内柱２４と車体１の前後方向における位置を合
わせて配置される。これによって、車体１の内部に、幕板受１３、戸袋内柱２４、及び、
灯具受け４０を、各連結部材５０，６０，７０及び根太８０で連結したリング状の補剛構
造体が形成される。
　このようなリング状構造は、車体１の前後方向に分散して複数設けられた各戸袋内柱２
４のそれぞれに設けられる。これら複数のリング状構造は、車体１の長手方向に伸びた幕
板受１３及び灯具受け４０、さらに図示しない台枠によって相互に連結される。
【００３３】
　以下、上述した第１実施形態の効果を、以下説明する本発明の比較例と対比して説明す
る。比較例において、上述した第１実施形態と実質的に同様の箇所については同じ符号を
付して説明を省略し、主に相違点について説明する。
　比較例における鉄道車両用車体は、上述した第１実施形態の車体１に対して、灯具受け
間連結部材５０、灯具受け－幕板受連結部材６０、及び、根太７０を有していない点で相
違する。すなわち、比較例の車体においては、灯具受け４０、幕板受１３、戸袋内柱２４
は、相互に直接連結されていない。
【００３４】
　表１及び表２は、第１実施形態及び比較例の車体におけるＪＩＳ　Ｅ７１０５に基づく
構体荷重試験の測定結果を示している。表１は垂直荷重試験結果、表２はねじり荷重試験
結果をそれぞれ示している。
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【表１】

【表２】

　表１、表２に示すように、第１実施形態においては、比較例に対して相当曲げ剛性で約
１３％、相当ねじり剛性で約１９％の向上がみられた。
【００３５】
　図３乃至図６は、車体を加振した際のパワースペクトル密度（ＰＳＤ）を表す線図であ
って、横軸は加振周波数を示し、縦軸はＰＳＤを示している。
　図３は、４軸を同時に上下にランダム加振した時の床上台車直上におけるＰＳＤを表す
線図である。
　図４は、実軌道模擬加振時の床上台車直上におけるＰＳＤを表す線図である。
　図３及び図４において、第１実施形態の車体１では、上述したリング状構造付近が測定
箇所となっている。
　図５は、４軸を同時に上下にランダム加振した時の床上車体中央におけるＰＳＤを表す
線図である。
　図６は、実軌道模擬加振時の床上車体中央におけるＰＳＤを表す線図である。
　図５及び図６において、第１実施形態の車体１では、上述したリング状構造の中間部が
測定箇所となっている。
【００３６】
　図３乃至図６に示す通り、第１実施形態においては、比較例に対して、ＰＳＤピーク数
が減少するとともに、観測点が異なっていてもＰＳＤピークの出現位置が近い。このこと
は、車体全体が１本の梁のように振動する振動モードを持っていることを示している。
　また、図３乃至図６には、各試験条件における乗り心地に相関する指標であるＬＴ値を
記載しているが、第１実施形態においては、どの試験条件においても比較例に対してＬＴ
値が小さく、乗り心地が向上していることがわかる。
【００３７】
　図７は、比較例及び第１実施形態の車体における弾性振動のモードを示す図である。
　図７（ａ）～（ｃ）は、比較例の振動モードを示しており、振動周波数はそれぞれ８．
５Ｈｚ、１１．７Ｈｚ、１４．１Ｈｚである。また、図７（ｄ）は、第１実施形態の振動
モードを示しており、振動周波数は１１．４Ｈｚである。
　比較例においては、屋根構、側構、及び、床構の各振動モード間の関連が小さく、例え
ば屋根構と床構が別個の振動モードを示している。
　これに対し、第１実施形態では、屋根構と床構の振動モードがほぼ一致しており、ここ
でも車体１全体が１本の梁のように振動することがわかる。
【００３８】
　以上説明したように、第１実施形態によれば、車体１の内部に、幕板受１３、戸袋内柱
２４、及び、灯具受け４０を、各連結部材５０，６０，７０及び根太８０で連結したリン
グ状の補剛構造体を形成し、これを車体１の長手方向に伸びた幕板受１３及び灯具受け４
０、さらに図示しない台枠によって相互に連結することによって、車体１の剛性を向上す
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るとともに、振動モードを改善して鉄道車両用車体の乗り心地等の快適性を向上すること
ができる。
　また、第１実施形態のような各連結部材５０，６０，７０及び根太８０を用いた車体１
の補剛は、例えば屋根構１０、側構２０、床構３０等の構体そのものを補強することに比
べて、設計自由度が高く簡便であり、さらに新造車両のみでなく既存の車両にも容易に適
用することができる。
【００３９】
＜第２実施形態＞
　次に、本発明の第２実施形態に係る鉄道車両用車体について説明する。なお、上述した
第１実施形態と実質的に同様の箇所については、同じ符号を付して説明を省略し、主に相
違点について説明する。
　図８は、第２実施形態の鉄道車両用車体の模式的横断面図である。
　図９は、第２実施形態の鉄道車両用車体における側梁部の拡大図である。図９（ａ）は
、図８のＩＸ部拡大図であり、図９（ｂ）のａ－ａ部矢視断面を示すものである。図９（
ｂ）は、図９（ａ）のｂ－ｂ部矢視断面を示すものである。
【００４０】
　第２実施形態の車体２においては、戸袋内柱２４の曲げ剛性を第１実施形態よりも強化
した構造にするとともに、戸袋内柱２４の上端部を、幕板受１３の下面部に直接連結して
いる。すなわち、第１実施形態における幕板受－戸袋内柱連結部材７０は、第２実施形態
においては用いられていない。
　戸袋内柱２４の強化は、例えば、断面のサイズや、部材の板厚を増大させることによっ
て行われるが、その手法は特に限定されず、他の手法を用いてもよい。
【００４１】
　さらに、第２実施形態においては、幕板受１３における戸袋内柱２４、及び、灯具受け
－幕板受連結部材６０が連結される部分に、図示しない仕切り板を設けて、幕板受１３の
補強を行っている。
　また、灯具受け４０における灯具受け間連結部材５０、及び、灯具受け－幕板受連結部
材６０が連結される部分にも、図示しない仕切り板を設けて、灯具受け４０の補強を行っ
ている。
　これらの各仕切り板は、例えば、車両の前後方向とほぼ直交する平面として形成され、
その外周縁部を幕板受１３及び灯具受け４０の内面と接合されている。
　さらに、第２実施形態においては、幕板受１３及び灯具受け４０の外表面を構成する材
料の板厚も第１実施形態より大きくしている。
　このように補強された幕板受１３は、灯具受け－幕板受連結部材６０と戸袋内柱２４と
の相対角度変化を拘束する上側角度拘束部材として機能する。
【００４２】
　側梁９０は、床構３０の一部を構成するものであって、床構３０の左右端部に設けられ
、車両の前後方向に延びた梁状の部材である。側梁９０は、図９（ａ）に示すように、車
体中心側の側方が開いたコの字状の横断面形状を有し、上面部は床構３０の床波板３１の
下面部と当接して固定されている。側梁９０の上面部の車幅方向外側の端部から下方に突
き出した側面部は、側構２０の外板２１の内面に沿って配置され、側構２０と固定されて
いる。側梁９０の下面部は、側面部の下端部から車体中心側へ突き出して形成されている
。
【００４３】
　側梁９０には、以下説明するつなぎ金９１が設けられる。つなぎ金９１は、側梁９０の
コの字断面内から車幅方向内側に突き出して形成されたガセット状の部材である。つなぎ
金９１は、図９（ｂ）に示すように、車幅方向から見た横断面形状が、下方が開いたコの
字状に形成されている。つなぎ金９１は、上面部が床波板３１の下面部に固定され、その
両端部（車両前後方向における端部）から下方へ突き出した側面部を有する。つなぎ金９
１の側梁９０内に挿入された部分は、側梁９０の内面と固定されている。
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【００４４】
　つなぎ金９１は、車両前後方向における位置が、戸袋内柱２４等の補剛構造体（剛性補
強に寄与する環状構造体）の位置と合わせて配置されている。これによって、側梁９０の
つなぎ金９１及び根太８０は、床構３０を挟んだ状態となっている。このような構成とす
ることにより、戸袋内柱２４と側梁９０とは、これらの根太８０、つなぎ金８１，９１及
び床構３０を介して実質的に連結され、戸袋内柱２４が例えば車両側方から押されるなど
して負荷された曲げモーメントは、側梁９０に伝達されるようになっている。
【００４５】
　床構３０の床波板３１は、図９（ｂ）に示すように、下面に複数の溝部３２が形成され
ている。第２実施形態においては、根太８０とつなぎ金９１に挟まれた部分における床波
板３１の溝部３２が変形して曲げモーメントの伝達が妨げられることを防止するため、溝
部３２内に金属片等からなるスペーサ３３を設けている。スペーサ３３は、高さ方向の寸
法が溝部３２の溝深さとほぼ同じに設定され、溝部３２を実質的に埋めるように配置され
ている。
【００４６】
　以下、第２実施形態及び上述した比較例の鉄道車両用車体における強度試験結果につい
て説明する。この強度試験は、側梁９０の下面を固定した状態で、側構の上端部に車幅方
向内側への荷重を負荷するものである。
　図１０は、変形量と荷重との相関を示すグラフであって、横軸は荷重入力点での車幅方
向内側への変位を示し、縦軸は荷重を示している。図１０において、第２実施形態のデー
タを実線で示し、比較例のデータを破線で示している。
　図１０に示すように、第２実施形態においては、横方向荷重に対する強度が、比較例に
対して、例えば約３倍以上向上していることがわかる。
【００４７】
　図１１は、変形量と変形によって生じたエネルギとの相関、及び、第２実施形態のエネ
ルギを比較例のエネルギで除したエネルギ比を示すグラフである。図１１において、横軸
は荷重入力点での車幅方向内側への変位を示し、縦軸はエネルギ及びエネルギ比を示して
いる。図１０において、第２実施形態のエネルギを実線で示し、比較例のエネルギを破線
で示し、エネルギ比を一点差線で示している。
　図１１に示すように、第２実施形態においては、変形量が同等の場合には、比較例に対
して約４倍程度の高いエネルギ吸収能力を有している。
【００４８】
　以上説明したように、第２実施形態によれば、上述した第１実施形態の効果と同様の効
果に加えて、戸袋内柱２４、灯具受け４０、幕板受１３等の補強、及び、戸袋内柱２４と
側梁９０との連結を行うことによって、横方向からの荷重に対する鉄道車両用車体の強度
を大幅に向上し、例えば脱線事故等によって車両側方からの入力を受けた場合の乗員の安
全性を向上することができる。
　また、このような戸袋内柱２４、灯具受け４０、幕板受１３の補強や、戸袋内柱２４と
側梁９０との連結は、既存の構体の設計を変更することなく、部品の交換や追加によって
行うことができるため、既存の車両への適用が容易である。
【００４９】
　（他の実施の形態）
　なお、本発明は上記した実施の形態のみに限定されるものではなく、種々の応用や変形
が考えられる。例えば、上記実施の形態を応用した次の各形態を実施することもできる。
（１）鉄道車両用車体の構造、材質や、各部材の形状、配置等は適宜変更することができ
る。例えば、ステンレス鋼製車体に限らず、鋼製車体やアルミニウム合金製車体にも適用
が可能であり、また、４ドアの通勤型車両に限らず、他のタイプの車両にも適用すること
ができる。
（２）各連結部材の形状、構造や、連結する対象となる非構体部材も上述した実施の形態
に限定されない。例えば、連結部材によって連結される非構体部材は各構体の車内側に設
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（３）戸袋内柱、灯具受け、幕板受等を補強する手法は、上述した第２実施形態のものに
限らず、適宜変更することができる。また、第２実施形態では、戸袋内柱と側梁とを床構
及びつなぎ金を介して間接的に連結しているが、直接連結する構成としてもよい。
（４）各実施形態では、幕板受を用いて戸袋内柱の上端部と灯具受け－幕板受連結部材（
屋根構側連結部材）との相対角度変化を拘束し、つなぎ金を用いて戸袋内柱の下端部と根
太（床構側連結部材）との相対角度変化を拘束しているが、各角度拘束部材の構成はこれ
らに限定されず適宜変更することができる。
【符号の説明】
【００５０】
　　１，２　　鉄道車両用車体
　　　１０　　屋根構
　　　１１　　屋根外板　　　　　　　　　　１２　　垂木
　　　１３　　幕板受　　　　　　　　　　　２０　　側構
　　　２１　　外板　　　　　　　　　　　　２２　　ドア開口
　　　２３　　窓開口　　　　　　　　　　　２４　　戸袋内柱
　　　３０　　床構　　　　　　　　　　　　３１　　床波板
　　　３２　　溝部　　　　　　　　　　　　３３　　スペーサ
　　　４０　　灯具受け
　　　５０　　灯具受け間連結部材　　　　　６０　　灯具受け－幕板受連結部材
　　　７０　　幕板受－戸袋内柱連結部材　　８０　　根太
　　　８１　　つなぎ金
　　　９０　　側梁　　　　　　　　　　　　９１　　つなぎ金

【図１】 【図２】
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